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＊２工組連携共催を企図しても、各職能協会が連携不

全で共催が困難場合もある。

＊実務不要の３級を新設して、専門学校や実務系高校

生徒へ受検機会を与えてはどうか。就職希望の生徒

増へも寄与するのではないか。

２．委員会事業に対する提案・要望

間瀬浩之 委員長（岩手県）

【報告事項】 

１．職場のハラスメント・カスタマーハラスメント対

策

　令和元年に改正された労働施策総合推進法におい

て、職場におけるパワーハラスメントについて防止

措置を講じることが事業主に義務付けされました。

実効性のあるハラスメント防止対策を講じてくださ

い。

　顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラス

メント）に関して、事業主は、相談に応じ、適切に

対応するための体制の整備や被害者への配慮の取り

組みを行うことが望ましいことなどが定められまし

た。厚生労働省からは「カスタマーハラスメント対

策企業マニュアル」冊子も出されていますのでご活

用ください。

２．2024年４月からの労働条件明示のルール変更

　「労働基準法施行規則」と「有期労働契約の締

結、更新及び雇止めに関する基準」の改正に伴い、

2024年（令和6年）4月1日以降労働条件の明示事項

等が変更されます。

　労働条件の明示とは、労働契約を結ぶ（更新の場

合も含む）際、使用者が労働者に対し、契約期間、

就業場所や業務、労働時間や休日、賃金、退職など

に関する事項を明示することです。労働条件を明示

する書面の形式は自由です。厚生労働省では、モデ

ル様式を作成・公開していますので、厚生労働省の

ウェブサイトをご参照ください。

３．トラックドライバーの労働時間のルールについて

　今年4月1日、トラックドライバーの時間外労働

について年960時間の上限規制が始まります。併せ

て、自動車運転者の拘束時間等の基準を定めた「自

動車運転者の労働時間等の改善のための基準（改善

基準告示）」も改正され同日から適用されます。厚

生労働省では、トラック運転手の長時間労働改善特

別相談センターを設置しています。ご活用くださ

い。

４．労働安全衛生法等に関係した、事業場内における

管理者・主任者等の選任 について

　労働安全衛生法では、事業場を一つの単位とし

て、各事業場の業種、規模等に応じて、安全管理

者、衛生管理者及び産業医等の選任を義務付けてい

ます。また、有機溶剤や化学物質を取り扱う事業場

においては、事業主は労働災害を防止するために取

扱主任者を選任する必要があるほか、令和６年４月

からは労働安全衛生法の新たな化学物質規制が始ま

環境労務委員会
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岩手の印刷

開  催  日 / 令和 7 年 1 月 17 日（金）
開 催 場 所 / アートホテル盛岡　盛岡市大通 3 丁目 3-18 TEL019-625-2131
出 席 人 数 / 出席者：全員協議会（理事会） 16 名

　　　　　セミナー 66 名
　　　　　懇親会 72 名

演　題
「国が求める印刷物契約における知的財産権の取り扱い 
　　　　　　　　～国等の契約の基本方針を読み解く～」

講　師
全日本印刷工業組合連合会　官公需対策協議会　元議長
白子　 欽也　氏 　  （白光印刷株式会社 代表取締役）

セミナー及び新年交賀会（懇親会）は、（一社）日本グラフィックサービス工業会岩手県支部と
合同で開催致しました。

▲全員協議会（理事会）・セミナーの様子

令和７年度  岩手県印刷工業組合新年交賀会

＊常任理事会　　　　　　午後1時30分 ～ 午後2時15分〔3階 青雲の間〕
＊全員協議会（理事会）　　午後2時30分 ～ 午後3時30分〔3階 青雲の間〕
　【報告事項】 1. 古紙回収事業について
　　　　　　 2. 印刷営業講座並びに認定試験について
　　　　　　 3. 技能検定（プリプレス職種）について
　　　　　　 4. 官公需に関するアンケートについて
　　　　　　 5. 「みんなSX for Biz」を利用したCO2排出量の算定について
＊セミナー 　　　　　　　午後4時00分 ～ 午後5時30分 〔2階 末廣の間〕

＊新年交賀会　　　　　　午後6時00分 ～ 午後8時00分 〔3階 鳳凰の間Ⅰ〕

日　程
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開 催 日 時 / 令和 7 年 2 月 12 日（水）11:00 〜
開 催 場 所 / 宮城県仙台市「パレスへいあん」
参　加　者 / 東北６県工組役員・全印工連その他計 57 名

主管：宮城県印刷工業組合

令和 6 年度  下期東北地区印刷協議会

Ⅰ．全体会議
 瀬田 章弘 全印工連会長挨拶（要旨）

　本日の東北地区を初めに、全国9地区で地区協が
開催されます。
　先日、全国青年印刷人協議会の全国協議会が大阪
で行われ、大変元気な会でうれしく思いました。全青
協の今期のテーマは「地域変態計画～アトツギベン
チャーが未来を変える」です。2代目、3代目、4代目
が会社を変えていこうと一生懸命勉強しています。実
際に異業種転換をしている方々もいらっしゃいます。
　動植物の世界では、変化をしなければ生き残って
いけません。変化をさせていくのは、我々経営者の
役割なのだと考えます。皆様の変化を支えていける
よう、全印工連から様々な情報を発信していきます
ので、受け止めて頂ければと思います。共に変化を
しながら、大きく変わっていく時代を乗り越えてい
きましょう。

 今野 均 東北地区協会長挨拶（要旨）
　本日は東北各地よりお集まりいただきありがとう
ございます。
　弊社の話で恐縮ですが、先日仙台市の表彰制度で
ある仙台「四方よし」において、企業大賞を受賞す
ることが出来ました。この制度は、近江商人で有名
な「売り手よし、買い手よし、世間よし」の三方よ
しに、「働き手よし」を加えた「四方よし」をコン
セプトにしたものです。これは、全印工連が提唱す
る「ハッピーインダストリー～人々の暮らしを彩り
幸せを創る印刷産業」の通り、私たちの産業にはま
だまだ取り組んでいけることがあり、世間から必要
とされていることを実証できたものだと考えます。
　我々が地域やお客様にとって必要な存在であると
ういうことを、本日皆様と目線を合わせることがで
きたらうれしく思います。有益な情報収集や意見交
換を通じて、充実した地区協になることを祈念いた
します。
Ⅱ．理事長会
承認された議案は以下の通り
1．令和6年度収支決算見込みについて
　  理事長会資料の通り承認（全印工連より）
　　令和6年度全印工連決算見込みを精査している

　　中、剰余金の範囲内で各地区協への一時的な追
　　加助成金について検討しています。年度内に各
　　地区協への入金を予定しており、詳細確定後連
　　絡をします。
2．令和7年度収支予算（案）について
　  理事長会資料の通り承認
　　令和6年度下期東北地区印刷協議会
3．「SOPTECとうほく2025」の
　 　 　 　 　 開催と出展者募集協力について
　  ※会　期：令和7年7月17日（木）・18日（金）
　  　会　場：仙台卸商センター 産業見本市会館
　  　　　　　「サンフェスタ」
　  ※臨時理事長会の開催（予定）について
　  令和7年7月16日（水） 
　  於：仙台市青葉区　江陽グランドホテル
　  ※出展案内送付リストに基づき出展募集協力の依頼
4．デザイングランプリTOHOKU2025について
　  ※会　期：令和7年12月5日（金）～7日（日）
　  　表彰式：令和7年12月5日（金）
　  ※テーマ 「 光 」
5．令和７年度上期東北地区印刷協議会について
　  ※日程・場所：令和7年6月19日(木) 
　  　秋田県工組主管・秋田県秋田市
6．「令和７年印刷人ステップアップ基礎研修会」
　  開講について
　  ※日程・場所：令和7年4月11日(金)
　  　宮城県印刷会館
7．情報交換
　  ・各県工組及び地区協の財政厳しく、地区協開
　  　催に対する助成金の増額を要請。
　  　全青協の地方副議長が他地域のブロック協議会
　  　に参加する時の助成措置を検討して欲しい。
　  ・SOPTECは印刷及び印刷関連業者以外の業者
　  　にも出展勧誘を行い、印刷機材展から産業機
　  　材展を目指す。
　  　ギフトショーの出展者も印刷業界との親和性
　  　が高いので案内をしたらいい。
　  ・デザイングランプリの一般部門の応募増加を
　  　図るため、各県工組の協力をお願いしたい。
　  　募集については全印工連を通じて周知するこ
　  　とも考えるとのこと。
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Ⅲ．分科会
経営革新マーケティング委員会　日下直哉委員長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福島県）

 【報告事項】
1．3支援事業の概要報告・情報共有

（1） 価値創出支援事業の推進について
　　　価値創出支援事業を通じて変化する顧客ニー
　　ズに応え、新たな価値の創出を支援するため、
　　以下のセミナーを開催した。
●「値決めの科学～協創が創出する価値とその評価～」
　　　日時：令和6年9月9日（月）16：00～18：00
●「小さな会社のブランディング戦略」
　　　日時：令和7年3月10日（月）17：00～19：00

（2）経営基盤強化支援事業の推進について
①生産性向上や見える化の事例研究・事例発信・活動支援
　　　既存の印刷事業における収益力の向上を目指
　　し、生産性向上や業務の見える化を実現するた
　　めの具体的なヒントや実践的なノウハウを共有
　　するセミナーを開催した。
●「共感を呼び行動を促す6分間文章術」
　 ～やりたくなっちゃう仕組み作りで生産性UP～
　　　日時：令和6年12月13日（金）15：00～17：30
②生産性向上や見える化の事例研究・事例発信
　　　生産性向上や業務の見える化の事例研究の一
　　環として、東印工組に設置した経営基盤強化支
　　援部会において、計4回にわたり委員の会社見
　　学会を実施し、各社の実践例を学ぶ機会を提供した。
③BRAIN導入促進
　　　東京工組が東京都中小企業団体中央会の受託
　　事業として開発した中小印刷業向け基幹業務シ
　　ステム（MIS：Management Information System）
　　「BRAIN」（ブレイン）は現在申込が9社（テスト
　　ユーザー2社、一般ユーザー7社）、デモ申込社
　　数は78社となっています（令和7年1月現在）。
④第12期・勝ち残り合宿ゼミの開催について
　　　令和7年2月28日～3月1日に1泊2日の合宿形式
　　で開催する。今期は次世代の経営者や経営者候
　　補の方々を対象に、大阪府印刷工業組合が2023
　　年から開講している経営者育成プログラム「印
　　刷経営革新塾」のカリキュラムを一部取り入れ、
　　参加者が自社の「経営革新計画」を作成するこ
　　とを目指す内容となっている。

（3）オープンイノベーション（異業界間、関連業界 
　　間、組合員間の連携）推進事業
①オープンイノベーションに資するセミナーの開催
　　　協創による新たな価値づくりを行うべく、協
　　創のための仕組みや仕掛け作りを推進するため
　　のセミナーを以下の通り開催した。

●drupa2024報告
  「中小印刷事業者が知っておきたい最新技術とトレンド」
　　　日時：令和6年7月29日（月）16：00～18：00
●新規助成金の情報をいち早くお届け‼
  「補助金活用と業態変革～事例と考察～」
　　　日時：令和7年2月3日（月）16：30～18：00
②Adobe Fireflyワークショップの開催
　　　　　　　 ワークショップの実施
　　　日時：令和6年11月26日（火）9：00～13：15
③「共創ネットワーク通信」の活性化と機能強化
　　　本通信は、自社製品やサービスのPR記事を
　　全国の組合員約3,500社に向けて発信できる
　　メールマガジンおよびWEB掲載サービスである。
④特別ライセンスプログラムの推進

【協議事項】
来期の経営革新マーケティング事業の方針案について
　令和6年9月27日に開催された「全印工連フォーラ
ムIN大阪」における、元中小企業庁長官の前田泰
宏氏による特別講演「もうそこにある未来」で提示
された事業モデルの一例「ローカルゼブラ」の研究
促進と、情報技術の進化に伴い注目を集める「AI
の活用」を、来年度の事業計画に盛り込むことを検
討しており、委員の皆様から事業として具体化し推
進するにあたり有効なアイデアを募り、出席者の皆
さまから経営マーケティング委員会に対する要望や
ローカルゼブラ企業の認識度合い、また業態変革の
取り組み事例などを発表してもらった。初めて出席
される委員の方も多く、理解するところからの協議
となった。
・ローカルゼブラという言葉を初めて聞いた。
・開催されるセミナーをアーカイブにして欲しい。
・地方で根付いている企業は、CSRやローカルゼ
　ブラ企業のビジネスモデルを少なからず取り入
　れている。

　地域貢献や活性化事業など業態変革の具体的な事
例を含めた発表もあり、活発な協議となった。

サステナビリティ・CSR委員会　笹氣義幸委員長
　　　　　　　　　　　　　　　　　    （宮城県）

【報告事項】
1．全印工連ＣＳＲ認定制度（ワンスター･ツースター・
　スリースター認定）の普及拡大

今後の募集スケジュール
募集対象 募集期間 認定登録

第49期ワンスター認定 2025年 2～4月 2025年 6月

第50期ワンスター認定 2025年 5～7月 2025年 9月

第51期ワンスター認定 2025年8～10月 2025年 12月

第52期ワンスター認定 2025年11月～2026年1月 2026年 3月
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2．サステナビリティレポートアドバイザー養成講座の実施
・CSR認定企業を対象に、サステナビリティレポー
　トを作成するために必要な知識と、サステナビリ
　ティレポートを評価・アドバイスするための実務
　能力を身につけることを目的として、1月9・14・
　22日の全3回の日程で実施。11社・18名が受講。
3．「みんなSX for Biz」を利用したCO₂排出量の算定・集計
・カーボンニュートラル社会の実現に貢献するため、
　株式会社UPDATER（旧みんな電力）が提供する
　「みんなSX for Biz」を利用してCO２排出量の算
　定ならびに把握を行い、次年度のカーボンニュー
　トラル施策を検討する。
・2025年3月14日（金）までに年間CO２排出量の合計
を専用ページの「CO２排出量報告フォーム」への入
力、報告をしてほしい。
4．人的資本経営関連情報の提供

（1）全印工連CSRマガジン「shin」vol.25
　　　　　　　　　　　　　（2024年11月30日発行）
特集記事「人的資本経営入門」の周知
・CSRマガジン「shin」の最新刊vol.25の特集記事
　では、昨今注目を浴びている「人的資本経営」に
　ついて詳しく説明されている。「人的資本経営」は、
　企業規模にかかわらずこれからの時代に必須とさ
　れる考え方。

（2）東京労働局「従業員研修動画」の周知
・東京労働局では、今回の法改正で育児・介護休業
　法で従業員の理解を深めるための研修実施などの
　対応を求めている。事業主の皆様が活用できる研
　修動画「育児・介護と仕事の両立のための従業員
　研修」が作成されている。
https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/ikukai_kensyu_2024.html

（3）「出生後休業支援給付金」創設（2025年4月）の周知
・共働きや共育てを推進するため、子の出生直後の
　一定期間に、両親ともに（配偶者が就労していな
　い場合などは本人が）、14日以上の育児休業を取
　得した場合に、出生時育児休業給付金または育児
　休業給付金と併せて「出生後休業支援給付金」が
　最大28日間支給される。
5．環境マネジメントシステム認証・認定制度の普及推進

（1）特定調達品目及び判断の基準等の見直しの概要
・令和7年度グリーン購入法に基づく環境物品調達
　の改正について1月28日に閣議決定が行われ、本
　年4月1日に施行。
・今回の改正で、官公庁・自治体等へ印刷物を納品
　する事業者（工場等）の資格要件として、日本印刷
　産業連合会の「グリーンプリンティング認定制度」
　または全印工連の「環境推進工場認定制度」によ
　る認定を取得している事業者（工場等）であること
　が追加された。

（2）GP（グリーンプリンティング）認定制度
・現在、6月認定の募集を行っているので、環境経営
　の推進、企業のイメージアップ等に活用してほしい。
・印刷業全体で439工場、うち全印工連所属は247工
　場（2025年1月現在）が認定。

（3）環境推進工場登録制度
・GP認定の前段階としてもご活用。
　登録には講習会の受講が必要。
・講習会がオンラインで開催可能となり、地区単位
　での講習会開催も可能となったので、多くの工組
　で開催を検討してほしい。

（4）ISO14001取得支援事業（NetEMS）
・インターネットを利用した「NetEMS」では、
　ISO14001を安価で通常より短い期間で取得でき、
　マニュアルや規程類の作成・保存、一部文書審査
　をインターネット上で行うことが可能。
　大手企業との取引などISO14001が必要な場合が
　あるのでぜひ取得を検討してほしい。
6．メディア・ユニバーサルデザイン（MUD）活動の推進

（1）第18回メディア・ユニバーサルデザインコンペ
　　ティションの開催結果
　①応募数：177点（一般：32点、学生：145点）
　　前年比 －77点（一般：－７点、学生：－70点）
　②審査結果
　③表彰式：経済産業大臣賞・優秀賞受賞者（計６組）
　　　　　 を対象として、2025年2月19日（水）に
　　　　　 サンシャインシティワールドインポートマート
　　　　　　  5Ｆ会議室・Room9で開催。

（2）第19回メディア・ユニバーサルデザインコンペ
　　ティションの実施、作品募集
・第19回も第18回と同様、2025年9月1日より応募作 
　品を募集する予定。多数の作品の応募を。

【協議事項】
1．MUDコンペティションへの作品応募が全体的に
　　低調であることの対策について協議をお願いしたい。
2．各工組における人的資本経営や環境課題への取
　　り組み事例について意見交換、情報の吸い上げ
　　をお願いしたい。
3．委員会事業に対する提案、要望

＜全体を通して＞
・設備への投資がしづらい現状。すべてを更新す
　ることが難しい。
・長期的な展望や資格への投資はしづらい。
・そもそも主な取引先である官公庁からの要望がない。
・MUDなどは広める努力はしたい。
・採用もままならない。
・取りかかれる人的リソースが不足、もしくは一
　極集中してしまう。



6

岩手の印刷
・ベテランが辞めていく年齢になっている。
・（委員会の内容が）消化しきれていない。
・委員として理事会や組合員に説明するには、もう
　少し噛み砕いた資料が欲しい。

教育研修委員会　岩間奏子委員長（山形県）
【報告事項】

1．印刷営業講座・印刷営業技能審査認定試験の開催
　　令和6年度はオンライン開催3か所（東京・全
　 国・関東甲信越静［新潟県工組］）現地開催1か
　 所（東北［岩手県工組］）受講者は62名（修了率
　 100％）印刷営業技能審査認定試験については、
　 10／7東京開催の試験結果が出ており、合格者14名
　 （合格率63.6％）東北地区の受験者は秋田県工組
　 より1名合格、12/11に実施した17名の受験結果
　 が待たれている。
　 　今回、東北地区独自に受講生に対しアンケー
　 トを実施。営業歴は1年目から20年以上の幅があ
　 り営業歴5年目の方が最多の5名。男女比率は男
　 性59％・女性41％。ある程度経験を積んだとこ
　 ろで開催趣旨や内容に対して理解度はあるもの
　 の、仕事をさておいて受講することや、試験対
　 策の時間確保が難しく（開催時期や曜日の設定
　 など）参加のハードルを下げる配慮は必要と考
　 える。また、受講前は参加意欲が低かった人も
　 講義を終える頃には概ね価値がある講座だった
　 との回答が多く、社員教育・スキルアップのた
　 めに会社側からも受講に向けて、背中を押して
　 あげられるとよいのではないかと感じた。
2．技能検定「プリプレス職種DTP作業」の受験者数
　 　令和6年度の受験申請者数は14工組で計68名
　 （１級：29名、２級：39名）昨年対比で１工組減、
　総受験者数も14名減となっており全国の受験者数
　が100名を下回る場合、技能検定の存続に影響を
　及ぼすため周知と受験者の確保に協力を願いたい
　ところではあるが、取得済みの社員、また社員数
　も減少傾向のなかで100名の受験者数を維持する
　ことは困難ではないか。内容についても基礎を学
　ぶには良いが時代に則したものなのか疑問。
　　DTPエキスパートとの違いはなにか？など実
　態との乖離、レベルをどこに合わせるのか、技能
　検定の価値について様々な意見交換がなされた。
3．組合支援セミナーの開催
4．教育動画サイト

「印カレ～全印工連の学んで得するTV～」主なコンテンツ
5．同職種社員間ワークショップの開催

【協議事項・情報交換】
1．各県工組での経営者・社員向け教育プログラム
　  の事例や教育に関する課題について

　感心があるのは「AIセミナー」工組独自に学
びの機会を設けたいものの予算がなくベンダー
企業の協力に頼る部分も多い。またセミナー
メニューも少なく高額であるため講師のリスト
アップ、受講しやすい工夫（就業時間内での開催・
アーカイブ視聴を設けるなど）があると有難い。

2．人手不足について
　人手不足が続く中、採用（新卒・中途）や魅
力ある企業になるためのブランディングなど好
事例について企業側で欲しい人材・職種を限定
した募集ではなかなか人が集まらないのが現状。
まずは人柄や能力をヒアリングしたうえで採用。
最適な部署へ配属しはじめから職種を限定せず
1人で1.5人分の働きができる環境をつくることで
個々のモチベーション・給与アップにつなげる。
数ある企業のなかで「目に留まる魅力ある会社」
になることが大切ではないか。

組織活性化委員会　荒川和行委員長（岩手県）
【報告事項】

1．生命共済PR動画の活用について
　　生命共済PR動画が、全印工連教育動画サイト
　「印カレ」にアップロードされている。加入促進
　のツールとして活用してほしい。
2．生命共済制度の更新処理
　　2月中旬頃に各工組へご案内文書の送付を予定。
　更新処理に関しては例年どおりで、制度内容の変
　更はない。
3．事業承継・事業継続支援事業
　「事業承継支援センター」の活用の推進と啓発
　・利用状況（累計：令和7年1月7日現在)
■契約件数： 25件 累計　　　　　　　　　　　　
　事業承継支援：3件、M＆A支援：14件、その他：8件
■問合せ件数：136件　　　　　　　　　　　　　
　北海道：2件、東北：10件、中部：14件、関東：14件、
　東京：52件、近畿：20件、中四国15件、九州：9件）
■問合せ内容　　　　　　　　　　　　　　　　　
　企業提携・買収ニーズの登録：51件
　企業提携・買収ニーズの相談：21件
　M＆A（売）：42件
　親族内承継の相談：8件
　支援センター事業の内容：4件
　その他：9件
後継者育成、提携実務、組織再編、廃業の相談、印
刷業界の状況、補助金に関する質問、グループ内再編、
個人での事業買収に関する相談、少数株の取扱い。
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※組織活性化委員会は来年度も事業承継・M＆A
　の支援をする為に「事業承継支援 センター」
　の周知を行うが、それと同時に新たな価値を
　創造し、事業拡大を目指す「企業連携」を推
　進していく。

4．2025年10月10日（金）全印工連70周年記念式典・
　  祝賀会の開催協力
　会場は東京會舘を予定しており、多数の参加をお
願いしたい。
5．全印工連が発信する事業などを周知する機会
　機会を逃さない様、情報発信力向上を目指し、組
合員同士のワークシェア（仕事相談）機能を備え
たコミュニケーションツール「J-CONNECT(仮称)」
を来期、開発を行う。

  【協議事項】
1．令和7年度共済加入促進キャンペーンの推進
（1）キャンペーンの趣旨
　共済事業は多数の組合員が加入することによ
り、団体契約としてのスケールメリットが生まれ、
一般の保険と比べて割安な掛金や組合への手数料
還元が可能となる。

（2）各地区の重点工組の選定
令和７年度の重点工組は、宮城県工組、福島県工組

2．共済加入促進キャンペーンの展開と組合員加入
　  の促進について
令和6年度数値目標

「生命共済制度」の数値目標は、
組合員数に対する加入率32％

　令和7年1月1日現在、達成しているのは青森県、
岩手県、宮城県、秋田県、群馬県、千葉県、新潟県、
山梨県、三重県、岐阜県、富山県、石川県、滋賀県、
京都府、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、広島県、
山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、長崎県、
熊本県、鹿児島県の27工組である。
　未達成の20工組は、目標の加入率32%達成に向け
て、年度末までに一層の加入促進を図るよう再確認
した。

 【意見交換】
・廃業や倒産で組合員数が減少しているため、数値
　目標の加入率32％を達成する事が難しい。
・事業承継支援センターの周知の他、事業拡大を目
　指す「企業連携」も推進する。

官公需対策委員会　田中日露史委員長（青森県）
　分科会開催に当たり、「Xi」2月号に寄稿した「官
公需対策の行動に移せる環境をつくる、健全な地域
社会・産業へ取引改善を」について、大風委員長よ
り以下の説明あり。
・官公需対策は、今回全印工連が最も力を入れてい

　る事業であると認識している。これからは協議会
　の進め方を変えていく。これまでは各地方の困り
　ごとを聞き、好事例を紹介してきたが、今後は、
　更に問題点を掘り起こし、改善していく方法を具
　体化していきたい。各地区に官公需委員会を置い
　て、委員の方々から各地方公共団体の方に働きか
　ける取り組みを行っていきたい。

 【報告事項】
1．組合支援セミナーの開催
　令和7年1月8日に北海道工組で開催された大風委
員長が講師を担当した研修テーマについて説明が
あった。研修テーマと併せて、セミナーの開催を希
望される場合には、全印工連事務局まで連絡する。
2．官公需活動に関するアンケート調査
　11月25日(月)に47都道府県印刷工業組合事務局に
PDFで結果をメール配信済である。今後、官公需
活動を進めていく上での参考にしてほしい。
　令和7年度も調査を実施する予定。
3．「用紙等価格動向調査」(2025年2～3月実施)
　印刷の材料費の約7割を占める用紙価格およびイ
ンキ価格等の推移並びに傾向を定期的に把握し、組
合員の方々に還元し経営の参考資料として活用する
ことを目的に2025年2～3月実施している。組合員企
業の協力をお願いする。
　印刷の受注が減少し、用紙価格が上昇している中
で動向調査を行うことの意味を問う質問があった。

（大風委員長）
　官公需取引に於いて、用紙等の価格が上昇してい
るので発注する際の価格を上げてもらうための根拠
とするために「用紙等価格動向調査」を行っている。

（宮城県）
　宮城県では、発注数量が多いため価格に占める用
紙等の割合が大きい。価格が上昇している状況を伝
えて、予定価格に反映してほしいと要望すると、（官
公庁が）DXを推進していることから、ペーパーレ
ス化を進められ、紙媒体の印刷ではなく電子媒体に
置き換わり、結果的に発注額が減少してしまう心配
がある。

（大風委員長）
　「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に
記載されている「契約の内容や状況等に応じた適正
な予定価格の作成により物件等の発注を促進するも
のとする」とあり、私たちが数値を示さないと行政
側が判断できない。
　山形県では先日公共調達評議員会があり、最低制
限価格設定率が現在の70%から令和7年4月1日から
72%に引き上げられることになった。
　この様に物価の変動や状況の変化に伴って予定価
格や設定率を適切なものにするためにも、用紙等価
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格動向調査結果を基にして県工組が発注者に要望し
ていくことは重要だといえる。
4．知的財産権の取り組み
　一昨年「印刷物発注と知的財産権」のパンフレッ
トが改訂され、全国の都道府県と市町村の発注担当
と組合員企業に送付した。印刷会社は知的財産権に
関わる仕事を行っていて、今後新しい分野に拡大し
ていくことを踏まえ知識を深めることが必須となる。
　日本印刷産業連合会のHPでも知的財産権につい
て紹介しているので活用してほしい。

 【意見交換】
1．「官公需活動に対するアンケート調査」で取り上
　げてほしい設問について、青森県工組から「減少
　傾向にある印刷物を今後増やすために工夫してい
　ることや事例などを紹介してほしい」と要望が
　あった。
2．「全国委員会」の開催を繁忙期の2月に開催して
　いるのはどうしてか質問があった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（回答）「全国委員会」に多く参加してほしいこ
　とから、日本印刷技術協会主催で毎年開催し
　ている「Page」前後を予定している。地方公
　共団体に要望することを考えると、予算見積
　が始まる10～11月では遅いので更にその前に
　取り組みをすることになる。2月開催は、翌
　年度に向けてということを考慮している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3.「Page」は当初2月の上旬に開催していたのが、
今年は2月19～21日。大変忙しい時期の開催になっ
たのはどうしてか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（回答）主催しているJAGATに、2月上旬の開催
　要望を伝える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4. 各県で電子入札は行われているか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（福島県）行われている。県内に本社があるこ
　とや、印刷機を保有していることが条件。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（山形県）山形県の場合は最低制限価格設定率
　が72%、契約金額30万円以上。山形市では4月
　から電子入札が始まる。最低制限価格制度は
　導入していない。地元優先発注もない。危機
　感を感じている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（宮城県）行われている。本社所在地などの条
　件はあるが、応札社が少ないときには条件が
　なくなり、そうすると県外業者が多く入って
　くる。如何なものかと思う。それと、最低制

　限価格制度と低入札価格調査制度がある。最
　低制限価格制度は足きりだが、低入札価格調
　査制度は簡単に言うと業者に「この価格でで
　きますか」ということを調査することであり、
　提示した価格でやれるから応札したと言われ
　る可能性がある。低入札価格調査制度は宮城
　県だけが導入している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(岩手県） 県も盛岡市も電子入札は行っていな 
　い。最低制限価格制度も導入していない。入
　札の件数やボリュームが減ってきている。納
　品には印刷物と併せて印刷データも求められ
　る。岩手県からは問題を指摘された仕様書が
　官公需対策委員会に送られている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(秋田県） 行われている。県内に本社があるこ
　とが条件になっている。ダンピングが増えて
　いる。最低制限価格の契約金額は税込み20万
　円以上で設定率は70%。これを10万円以上で
　80%にしたいと思うが、どのようにしたらい
　いか助言をお願いしたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(青森県） 電子入札は行われていない。入札物
　件が少ないことも電子入札にならないことの
　理由と思う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　全国の官公需対策委員会が取り組んだ成果を一覧
にし、東北各県は赤でアンダーラインを引いた別添
資料①と、低入札価格調査制度及び最低制限価格制
度に関する地方自治法施行令及び総務省が発行した
同制度の説明の別添資料②を配付した。
　これらを基に、低入札価格調査制度と最低制限価
格制度について学び、意見交換を行った。

(瀬田会長)
　法制度については持続的な経営ができる法律に組
み変えれば良い。そのために、官公需対策委員会で
制度の問題を研究し、法改正を要望していくべきだ
と思う。低入札価格調査制度についての意見交換に
より、条文とは大きく異なった運用をしており、行
政が低入札価格調査制度を濫用していることが明ら
かとなった。
　このようなことを改善していくために、各県工組
で議連をつくって政治力を活用していけるように
し、各県工組が一つになってルールを適正化させて
いくために活動していってほしい。
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官公需に関するアンケート結果
令和6年9月実施（前回実施：令和3年6月）

（前回：25社  60％）

（盛岡支部12社、中部・県南支部6社、気仙支部4社）
回答事業所数：22社（39社中）　回収率：56%

【知的財産権の取り扱いについて】
１．見積依頼書・仕様書等に「著作権又は印刷データを印刷物納品後に発注者に帰属または渡すこと」の一文
　　が現在も入っていますか。

回答項目 回答（社） 比率 前回比率
ア.未だにある 6 27％ 29％
イ.稀にある 10 45％ 38％
ウ.改善された 6 27％ 33％

２．１で、あると答えた方、その著作権又は印刷データの使用目的や、その期間等について明記されていましたか。

回答項目 回答（社） 比率 前回比率
ア.明記されている 2 13％ 6％
イ.一部明記されている 5 31％ 31％
ウ.何も記載されていない 9 56％ 63％

４．知的財産権・印刷データの譲渡に対しその代金請求が出来ましたか。

①知的財産権について

回答項目 回答（社） 比率 前回比率
ア.請求をして支払いを受けた 2 14％ 19％
イ.請求したが支払われなかった 1 7％ 0％
ウ.請求しなかった 11 79％ 81％

未回答：8

３．見積依頼書・仕様書等に記載がなかったが、印刷物納品時にそのデータの受け渡しの要請を受けましたか。

回答項目 回答（社） 比率 前回比率
ア.受けた 9 41％ 24％
イ.受けない 13 59％ 76％
［データ受け渡し要請を受けた官公庁名］

岩手県（2）、県立高校、県関係、第3セクター、市からの指定管理者、滝沢市
役所、葛巻町役場

②印刷データについて

回答項目 回答（社） 比率 前回比率
ア.請求をして支払いを受けた 2 13％ 18％
イ.請求したが支払われなかった 1 6％ 6％
ウ.請求しなかった 13 81％ 76％

未回答：6
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岩手の印刷
官公需に関するアンケート結果 令和6年9月実施（前回実施：令和3年6月）

１０．今後の要望についてお伺いします。

①要望について

回答項目 回答（社） 比率
ア.賛同する 22 100％
イ.賛同しない 0 0％

９．今後の用紙価格や原材料等の値上げについて情報がございましたら、教えてください。

品目 用紙 インキ 刷版
上げ幅 5～15％ 10～20％ 10～15％
日程 10～12月より 10～11月より 10～11月より

８．契約後の価格について、実勢価格に基づき契約額の変更に応じた官公庁はありますか。

回答項目 回答（社） 比率
ア.ある 3 14％
イ.ない 18 86％
［価格変更に応じた官公庁名］

岩手県、陸前高田市

未回答：1

６．コスト上昇分のうち、販売価格への価格転嫁はどの程度できていますか。

回答項目 回答（社） 比率
ア.全くできていない 0 0％
イ.20％未満 6 27％
ウ.20～50％未満 8 36％
エ.50～80％未満 5 23％
オ.80％以上 2 9％
カ.100％以上 1 5％

７．「適切な価格転嫁ご協力のお願い」を、これまでに官公庁へ実施したことはありますか。

回答項目 回答（社） 比率
ア.ある　※ 19 86％
イ.ない 3 14％

※1事業所：「効果があった。（理解いただいた）」

【物価高騰などの影響による価格転嫁について】
５．現在の物価高騰による経営への影響はどの程度ありますか。

回答項目 回答（社） 比率
ア.継続している 20 91％
イ.収束した 1 5％
ウ.今後影響がでる可能性がある 1 5％
エ.影響はない 0 0％
オ.わからない 0 0％
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令和 7 年 3 月号

官公需に関するアンケート結果 令和6年9月実施（前回実施：令和3年6月）

②要望先について
回答項目 回答（社） 比率

ア.岩手県 15 50％
イ.盛岡市 4 13％
ウ.その他 11 37％

［その他］
県内全市町村（2）、地方の市町村、県立学校、県内自治体（市レベル）、気仙地区官公庁、滝沢市、一関市、八幡平市、
二戸市、未要望の市町村

③要望内容について
回答項目 回答（社） 比率

ア.知的財産権の取り扱い 0 0％
イ.適切な価格転嫁 3 13％
ウ.知的財産権および価格転嫁 19 83％
エ.その他 1 4％

［その他］
○印刷物における最低制限価格の導入。
○契約後の価格について、実勢価格に基づいた契約額の柔軟な変更。
○地元優先発注。
○仕様書、契約書の点検、見直し。
○納品後にHP掲載用のPDFを要求するケースがある。これに関する知的財産権の取扱い。
○権利の周知と、見積依頼書に有償を明記する件。

１１．その他、官公需についてご意見等ございましたらお聞かせください。

○県庁は、ある程度価格転嫁に同調して予算を付けてくれますが、盛岡市は全く予算がなく、いくら言って
　も予算がとれない。
　参考見積りを出す時は、これから有料にしてはどうか。

○県や市に対して、価格転嫁はある程度認められるようになったが、県や市の外郭団体の見積り競争で、前
　年の価格より下げた額で見積もりを提出する印刷会社がある。
　そのような情報が県や市に伝わった場合、価格転嫁の必要性について疑念が生じるのではないか？
　価格転嫁の要望は続けるべきだが、各社においても営業に対し適切な指導を行うべきだと思う。

○組合で行っている、古紙回収の数量の推移をみてもわかるようにネットで印刷している業者が多く、製品
　価格が維持できない。
　官公庁の見積もり要件に発注物を生産できる機械設備の有無を取り入れていただきたい。
　現在、資材商社や紙業者が苦しんでいる現状を直視し、サプライチェーンの確保並びに印刷業の持続につ
　いて組合で考えて、官公庁へ要望することが望ましいと思います。

○役員の皆様にはいつも大変なご苦労をありがとうございます。
　官公需は永遠のテーマですが、民間に於いても算定の礎となるものですので、地道な活動が不可欠です。
　宜しくお願い致します。

○知的財産権の取り扱い等の内容を全職員が認識していないので、全体で学んでほしい。

○岩手県、盛岡振興局の見積り有り無しを閲覧日の前日夕方までにHPにのせてほしいです。

○金ヶ崎町議会にて現在入札が出ているが、（縮刷版）著作権は、先方にあるので入札の際、気にしなくても
　良いと主張している。
　データは、過去から現在まで、業者がその都度渡している。（使途、明記なし）

○見積書に印刷物納品の際、データを渡すこと・・・の一文があるが、先方としては、その代金も含めてと
　のつもりらしいが、代金を上のせすると落札ができないのが現状である。

○コロナ前のように毎年、知的財産権セミナーや現状の価格高騰について県の出納や発注担当者、市の契約
　検査課、発注者へ組合として開催した方が良い。
　異動しても内容が定着してもらう為。
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T

OPIX

5 トピックス5 盛岡支部　定例会
第 1 回 令和 6 年 7 月 9 日（火）　　北ホテル　出席者 12 名
第 2 回 令和 6 年 9 月 10 日（火）　北ホテル　出席者 9 名
第 3 回 令和 6 年 12 月 5 日（木）　アートホテル盛岡　出席者 7 名
　　　  　　　　　　　　　　　　◆ 定例会終了後、 同会場で忘年会を開催
第 4 回 令和 7 年 2 月 4 日（火）　 北ホテル　出席者 10 名

T

OPIX

6 トピックス6 盛岡支部  ボウリング大会
開 催 日：令和 6 年 11月 8 日（金）
開催場所：マッハランド
参 加 者：16 名
団体優勝 ：杜陵高速印刷㈱
準 優 勝：川口印刷工業㈱
第 3 位：トーバン印刷㈱

T

OPIX

4 トピックス4 令和 6 年度後期技能検定
（プリプレス職種ＤＴＰ作業実技試験）

開 催 日：令和 7 年 1月 21日（火）
開催場所：岩手県立産業技術短期大学校
受検者数：5 名（1 級 2 名・2 級 3 名）
　検定会場の PC は Windows のみ。2 級受検の 3 名は、検定当　
　日普段使用している MAC-PC を持ち込みました。
　受検者の皆様、ご協力くださった関係者の方々に感謝申し上げます。

T
OPIX

1 トピックス１ 常任理事会
第 4 回 令和 6 年 10 月 16 日（水） 　◆ 組合事務所　出席者 8 名
第 5 回 令和 7 年 1 月 17 日（金）　　◆ アートホテル盛岡　出席者 7 名

T

OPIX

3 トピックス3 印刷営業講座・印刷営業技能審査 認定試験
開催日：令和 6 年 11月 29 日（金）・30 日（土）・ 12 月 6 日（金）・7 日（土）
　　　　◆ 延べ 4 日間（21 時間）

（試験日）令和 6 年 12 月 11日（水）
開催場所：進学塾作人舘 　301 教室 盛岡市梨木町 4-40
受講・受験者数：17 名（岩手県 14 名・山形県 2 名・宮城県 1 名）
合格者：10 名
　厳しいスケジュールの中、受講者の皆様にはご負担をお掛けしまし
　たが、無事全員に修了証をお渡しすることができ、内 10 名が合格
　されました。

T

OPIX

2 トピックス2 古紙回収および寄付金贈呈
3 回目 10 月 9 日（水）　協力事業所 21 社 　総重量 3,200㎏

皆様のご協力により無事に終了することができました。
11 月 12 日（火）菊池理事長と主濱盛岡支部長が盛岡市役所若
園町分庁舎を訪れ、この古紙回収収益金より 8 万円を、金澤農林
部長へ手渡しました。
この寄付金は、県内の緑化活動や啓発活動に活用されます。
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組合員動向 訃 報

お知らせ

今後の組合の予定（行事）

クイズコーナー

令和 7 年 2 月 21 日

　有限会社佐藤印刷　代表取締役
　佐藤 善昭 様   享年 93 歳

ご冥福を心よりお祈り申し上げます

加入なし・ 脱退 1 社 ㈱久慈印刷（盛岡支部）

令和 7 年 2 月 28 日現在　組合員数 38 社

　当誌の前号でご案内しましたが、全印工連が提供して
いる生命共済制度は、 一般な保険と比べて割安な掛け金と
なっております。加入時の医師の診査は不要（告知のみ）。
企業が掛金を負担する場合は、全額損金または必要経費と
なりますので、弔慰金・見舞金等従業員の福利厚生制度と
して役立ちます。
　さて、この生命共済制度は別名何と言うでしょうか？

令和 7 年

　　 3 月 26 日（水） 　　　　 盛岡支部三役会（組合事務所）

　　 3 月 26 日（水） 　　　　 第 6 回常任理事会（組合事務所）

　　 4 月   8 日（火） 　　　　 盛岡支部役員会（北ホテル）

　　 4 月 16 日（水） 　　　　 第 1 回古紙回収（組合事務所）

　　 4 月 25 日（金） 　　　　 盛岡支部通常総会（岩手県青少年会館）

　　 4 月 25 日（金） 　　　　 第 1 回常任理事会 （岩手県青少年会館）

　　 5 月 13 日（火） 　　　　 令和 7 年度第 1 回理事会（岩手県青少年会館）

　　 5 月 23 日（金） 　　　　 通常総会 （アートホテル盛岡）

　　 6 月 19 日（木） 　　　　 上期東北地区印刷協議会 （秋田県）

　　 7 月 17 日（木）・18 日（金）  　　　 SOPTEC とうほく 2025（仙台市）

Q

ヒント：カタカナ 5 文字

送り先 ：答え、会社名、氏名をご記入のうえ、当組合事務所（当誌表紙に記載）までFAXまたはメールで 

　　　　ご回答ください。

応募締切：令和7年4月23日（水）

当選発表：賞品の発送をもって代えさせていただきます。個人情報は賞品の発送のみに利用します。

● 今回の景品 ●

シチズン 
デジタル高精度温湿度計

前回の答え：創立 68年
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岩手県紫波郡矢巾町流通センター南二丁目6-3岩手県紫波郡矢巾町流通センター南二丁目6-3
電話 019-638-4337

令和６年３月号

15

執行役員 / 東部ブロック長　志賀好彦
理　　 事 / 東北支店長　　　森　隆章

東北営業所／022（224）1741
〒980-0011 宮城県仙台市青葉区上杉一丁目5-15 日本生命仙台勾当台南ビル3階
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岩手の印刷
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お客様とともに新しい価値を創造し、
人々の生活の質の向上と持続可能な社会づくりに
積極的に貢献します。
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